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　　　吉岡町最低制限価格取扱要綱の一部を改正する訓令 

令和６年吉岡町訓令第７７号 

　吉岡町最低制限価格取扱要綱（令和６年吉岡町訓令第４０号）の一部を次のように改正

する。 

第３条を次のように改める。 

（建設工事における最低制限価格の設定） 

第３条　建設工事に設ける最低制限価格は、次の各号に掲げる建設工事の区分に応じ、当

該各号に定めるところにより算出した額とする。 

(1)　土木一式工事　予定価格（消費税及び地方消費税額を除く。以下同じ。）の算出に

当たり設定した経費（以下「対象経費」という。）の額を基準として算定した次に掲げ

る額を合計した額。ただし、当該額が予定価格に１０分の９．２を乗じて得た額を超

える場合にあっては予定価格の１０分の９．２を乗じて得た額とし、予定価格に１０

分の７．５を乗じて得た額に満たない場合にあっては予定価格に１０分の７．５を乗

じて得た額とする。 

ア　直接工事費の額に１０分の９．７を乗じて得た額 

イ　共通仮設費の額に１０分の９を乗じて得た額 

ウ　現場管理費の額に１０分の９を乗じて得た額 

エ　一般管理費等の額に１０分の６．８を乗じて得た額 

(2)　土木一式工事以外の建設工事　予定価格に１０分の７．５から１０分の９．２まで

の範囲内において契約担当者が定める割合を乗じて得た額 

２　前項の規定による最低制限価格の額に１万円未満の端数がある場合は、当該最低制限

価格を予定価格で除して得た割合が１０分の７．５を超えるときはこれを切り捨てた額

とし、１０分の７．５であるときはこれを切り上げた額とする。 

３　第１項第１号の規定にかかわらず、契約担当者は、同号の規定によらずに最低制限価

格を設けることが特に必要と認められる土木一式工事については、予定価格に１０分の

７．５から１０分の９．２までの範囲内において契約担当者が定める割合を乗じて得た

額を最低制限価格とすることができる。この場合において、当該最低制限価格の額に１

万円未満の端数がある場合は、当該契約担当者が定める割合が１０分の７．５を超える

ときはこれを切り捨てた額とし、１０分の７．５であるときはこれを切り上げた額とす

る。 

第６条を第９条とし、第５条を第７条とする。 

第４条の見出しを「（最低制限価格に係る事務の取扱い）」に改め、同条を第６条とし、

第３条の次に次の２条を加える。 

（建設工事コンサルタント業務における最低制限価格の設定） 

第４条　建設工事コンサルタント業務に設ける最低制限価格は、次の各号に掲げる建設工

事コンサルタント業務の区分に応じ、当該各号に定めるところにより算出した額とする。 

(1)　測量業務　対象経費の額を基準として算定した次に掲げる額を合計した額。ただ

し、当該額が予定価格に１０分の８．２を乗じて得た額を超える場合にあっては１０

分の８．２を乗じて得た額とし、予定価格に１０分の６を乗じて得た額に満たない場

合にあっては予定価格に１０分の６を乗じて得た額とする。 
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ア　直接測量費の額 

イ　測量調査費の額 

ウ　諸経費の額に１０分の５を乗じて得た額 

(2)　建築関係の建設コンサルタント業務　予定価格に１０分の６から１０分の８．１

までの範囲内において契約担当者が定める割合を乗じて得た額 

(3)　土木関係の建設コンサルタント業務　対象経費の額を基準として算定した次に掲

げる額を合計した額。ただし、当該額が予定価格に１０分の８．１を乗じて得た額を

超える場合にあっては１０分の８．１を乗じて得た額とし、予定価格に１０分の６を

乗じて得た額に満たない場合にあっては予定価格に１０分の６を乗じて得た額とする。 

ア　直接人件費の額 

イ　直接経費の額 

ウ　その他原価の額に１０分の９を乗じて得た額 

エ　一般管理費等の額に１０分の５を乗じて得た額 

(4)　地質調査業務　対象経費の額を基準として算定した次に掲げる額を合計した額。

ただし、当該額が予定価格に１０分の８．５を乗じて得た額を超える場合にあっては

１０分の８．５を乗じて得た額とし、予定価格に３分の２を乗じて得た額に満たない

場合にあっては予定価格に３分の２を乗じて得た額とする。 

ア　直接人件費の額 

イ　間接調査費の額に１０分の９を乗じて得た額 

ウ　解析等調査業務費の額に１０分の８を乗じて得た額 

エ　諸経費の額に１０分の５を乗じて得た額 

(5)　補償関係コンサルタント業務　対象経費の額を基準として算定した次に掲げる額

を合計した額。ただし、当該額が予定価格に１０分の８．１を乗じて得た額を超える

場合にあっては１０分の８．１を乗じて得た額とし、予定価格に１０分の６を乗じて

得た額に満たない場合にあっては予定価格に１０分の６を乗じて得た額とする。 

ア　直接人件費の額 

イ　直接経費の額 

ウ　その他原価の額に１０分の９を乗じて得た額 

エ　一般管理費等の額に１０分の５を乗じて得た額 

２　前項の規定による最低制限価格の額に１万円未満の端数がある場合は、当該最低制限

価格を予定価格で除して得た割合が１０分の６を超えるときはこれを切り捨てた額とし、

１０分の６であるときはこれを切り上げた額とする。ただし、地質調査業務の場合にあ

っては、当該最低制限価格を予定価格で除して得た割合が３分の２を超えるときはこれ

を切り捨てた額とし、３分の２であるときはこれを切り上げた額とする。 

３　第１項各号に掲げる建設工事コンサルタント業務の区分のうち複数のものを一の業務

とする場合は、当該建設工事コンサルタント業務の区分ごとに前２項の規定により算出

した最低制限価格を合計した額を最低制限価格とする。 

４　第１項及び第３項の規定にかかわらず、契約担当者は、これらの規定によらずに最低

制限価格を設けることが特に必要と認められる建設工事コンサルタント業務については、

予定価格に１０分の６から１０分の８．５までの範囲内において契約担当者が定める割
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合を乗じて得た額を最低制限価格とすることができる。この場合において、当該最低制

限価格の額に１万円未満の端数がある場合は、当該契約担当者が定める割合が１０分の

６を超えるときはこれを切り捨てた額とし、１０分の６であるときはこれを切り上げた

額とする。 

（第２条第３号に掲げる業務における最低制限価格の設定） 

第５条　第２条第３号に掲げる業務に設ける最低制限価格は、予定価格に１０分の６から

１０分の９．２までの範囲内において契約担当者が定める割合を乗じて得た額とする。

この場合において、当該額に１万円未満の端数がある場合は、当該契約担当者が定める

割合が１０分の６を超えるときはこれを切り捨てた額とし、１０分の６であるときはこ

れを切り上げた額とする。 

第７条の次に次の１条を加える。 

（最低制限価格の公表） 

第８条　最低制限価格（第５条の規定により設けられたものを除く。）は、入札結果の公表

に併せて公表するものとする。ただし、当該入札が不調となり、又は中止されたときは、

この限りでない。 

　　　附　則 

この訓令は、令和６年１２月１日から施行し、同日以後に入札公告又は指名通知がなさ

れた建設工事等について適用する。 

 


